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Ⅰ 第２期加古川市総合戦略の策定にあたって  
 

１．策定の趣旨  
 

人口減少・少子高齢化が進行する中、国においては、人口減少に歯止めをかけ、東京圏への人口の過度

の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持す

ることを目的に、平成 26（2014） 年 11 月、「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、これに基づき、第１期

（平成 27（2015） ～令和元（2019） 年度）「まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、「総合戦略」とい

う。）」が策定されました。さらに、令和元（2019） 年には、第１期で進められてきた施策の検証を行い、

「継続は力なり」という姿勢を基本にして、令和２（2020） 年度を初年度とする５か年の目標や施策の方

向性を取りまとめた第２期の「総合戦略」が策定されました。 

本市では、国の「総合戦略」を踏まえて、平成27（2015） 年10月に、第１期（平成27（2015）～令和

２（2020） 年度）「加古川市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、「加古川市総合戦略」という。）」を策

定し、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「暮らしの安全・安心を守るとともに、地域と地域

を連携する」「地域への新しい人の流れをつくる」「地域における安定した雇用を創出する」を４つの基本目

標に掲げ、「子育て世代に選ばれるまち」の実現に向け、地方創生に資する施策を展開してきました。 

第１期加古川市総合戦略により推進してきた取組は一定の成果をあげていますが、人口は、現在、長期

的な目標として示した将来展望人口（「第１期加古川市人口ビジョン」平成 27（2015）年 10 月策定）を

下回って推移しており、目標として掲げる令和 42（2060）年の人口 22 万人程度の確保は難しい状況に

あります。 

こうしたことから、第１期加古川市総合戦略の検証を行い、国の「第２期総合戦略」や「加古川市総合計

画（以下、「総合計画」という。）」を踏まえ、人口減少への対策の強化に加えて、Society5.0※等の新しい

視点を盛り込み、本市の強みや特徴を生かした今後６か年の地方創生の指針となる「第２期加古川市総合

戦略」を策定します。 

また、国は、令和4（2022）年12月に、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化させることを目

的に、「第 2 期総合戦略」を抜本的に改訂し、令和 5（2023）年度を初年度とする５か年の新たな「デジタ

ル田園都市国家構想総合戦略（以下、「デジタル総合戦略」という。）」が策定されました。 

本市においては、令和５（２０２３）年５月に、SDGs 未来都市として選定されたことを受け、令和５（２０２３）

年８月に「加古川市 SDGs 未来都市計画（以下、「SDGs 未来都市計画」という。）」を策定し、国とも連携

しながら、SDGs の推進に取り組むこととしています。 

このデジタル総合戦略及び SDGs 未来都市計画を勘案し、第２期加古川市総合戦略を一部改訂するこ

とで、地方創生の取組をさらに推進します。 
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２．第２期加古川市総合戦略の位置づけ（総合計画との関連）  
 

総合計画は、教育や福祉の充実、産業の振興、都市基盤の整備等、日常生活に関わるあらゆる分野につ

いて、本市が取り組むまちづくりの中期的な方向性を示す最上位の計画です。 

一方、加古川市総合戦略は、国・県の総合戦略を勘案しつつ、総合計画で定める施策のうち、人口減少

克服と地方創生に主眼を置いた施策の体系化を図り、人口の将来展望を見据え、関連する施策を連携さ

せながら、重点的に推進していくための方向性を定めたものです。 

 

 

３．第２期加古川市総合戦略の計画期間  
 

令和３（2021）年度から令和８（2026）年度までの６年間とします。 

 

  

年度  H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
（西暦） (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026)

総合計画

総合戦略

人口ビジョン

基本構想（10年間）

後期総合基本計画（5年間）
加古川市総合計画（6年間）

第2期加古川市総合戦略（6年間）

加古川市人口ビジョン（～2060年）

一体的に推進

第1期加古川市総合戦略（6年間）

前期
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４．国の「デジタル総合戦略」  
 

国の基本的な考え方 

国の「第２期総合戦略」においては、地方創生の目指すべき将来として、日本が抱える課題の解決に一

体的に取り組み、将来にわたって「活力ある地域社会」の実現と「東京圏への一極集中」の是正を共に目

指すとされています。 

また、「第 2 期総合戦略」を改訂し、策定された「デジタル総合戦略」においては、「デジタル田園都市国

家構想」の実現に向け、地域の個性を生かしながらデジタルの力によって地方の社会課題解決や魅力向

上の取組を加速化・深化することで、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を⽬指すとされて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参考「デジタル田園都市国家構想総合戦略の概要」（内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局） 

【国の「デジタル総合戦略」基本的な考え方】 

 テレワークの普及や地方移住への関心の高まりなど、社会情勢がこれまでとは大きく変化して

いる中、今こそデジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、「全国どこでも誰もが便利

で快適に暮らせる社会」を目指す。 

 東京圏への過度な一極集中の是正や多極化を図り、地方に住み働きながら、都会に匹敵する

情報やサービスを利用できるようにすることで、地方の社会課題を成長の原動力とし、地方か

ら全国へとボトムアップの成長につなげていく。 

 デジタル技術の活用は、その実証の段階から実装の段階に着実に移行しつつあり、デジタル実

装に向けた各府省庁の施策の推進に加え、デジタル田園都市国家構想交付金の活用等によ

り、各地域の優良事例の横展開を加速化。 

 これまでの地方創生の取組も、全国で取り組まれてきた中で蓄積された成果や知見に基づき、

改善を加えながら推進していくことが重要。 

 

＜施策の方向＞ 

（１）デジタルの力を活用した地方の社会課題解決 

①地方に仕事をつくる 

②人の流れをつくる 

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④魅力的な地域をつくる 

 

（２）デジタル実装の基礎条件整備 

①デジタル基盤の整備 

②デジタル人材の育成・確保 

③誰一人取り残されないための取組 
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５．第２期加古川市総合戦略とＳｏｃｉｅｔｙ５．０、ＳＤＧｓとの考え方  
 

（１）Society5.0※の推進に関する取組について 

Society5.0 とは、国が提唱している未来社会のコンセプトで、「サイバー空間（仮想空間）とフィジカル

空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する新たな未

来社会（Society）」のことです。Society5.0 で実現する社会では、IoT※（モノのインターネット）ですべて

の人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、今までにない新たな価値が生み出されると考えられ

ています。 

国全体が Society5.0 の実現に向けて歩みを進める中で、第２期加古川市総合戦略では、様々な市の

課題について ICT※（情報通信技術）を活用し解決するとともに、市民の誰もがその豊かさを亨受すること

で生活の質を向上し、ひいては市民満足度の向上を目的とする、スマートシティの実現に向けた取組を推

進していきます。 

また、これらの技術の活用にあたっては、事業者や大学等を含め、多様なステークホルダー※が連携して

進めていくことで、よりよいまちづくりの推進に取り組みます。 

 
  

出典：Society5.0 説明資料（内閣府） 
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（２）SDGs に関する取組について 

「持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）」は、平成 27（2015）年９月に

国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」における、社会・経済・環境面で

の「持続可能な開発」を目指す、先進国も途上国も含めた令和 12 （2030）年までの国際社会共通の目

標です。SDGs には 17 のゴールと 169 のターゲットが掲げられており、「誰一人取り残さない」持続可能で

多様性と包摂性のある社会の実現に向け、すべての関係者により、経済・社会・環境を巡る広範な課題に

同時解決的に取り組むものです。 

日本政府においても、平成 28（2016）年５月に「持続可能な開発目標（SDGs）推進本部」を設置し、

同年 12 月には SDGs 実施指針と８つの優先的課題を掲げ、地方創生の視点にも立って、地方自治体にお

ける SDGs の達成を目指すこととしています。 

市民生活の質の向上を目指す地方自治体の取組は、ＳＤＧｓの理念と方向性を同じくするものであり、本

市では、市の最上位計画である総合計画に掲げる施策を展開することで SDGs を推進することとしていま

す。このような中、「第２期加古川市総合戦略」においては、とりわけ、17 のゴールのうち、「４．質の高い教育

をみんなに」、「５．ジェンダー平等を実現しよう」、「８．働きがいも経済成長も」、「９．産業と技術革新の基

盤をつくろう」、「11．住み続けられるまちづくりを」の５つに着目し、産官学金労言（産業界、官公庁、教育

機関、金融機関、労働関連団体及びメディア）をはじめとする多様なステークホルダーとの連携を図り、持続

可能な地域づくりを進めます。 

また、本市は、令和５（2023）年５月に、ＳＤＧｓ未来都市（SDGs を原動力とした地方創生に係る優れた

取組を行う地方公共団体）として選定されました。第２期加古川市総合戦略と方向性を同じくするSDGs未

来都市計画に基づく施策を展開することで、ＳＤＧｓのさらなる推進に取り組みます。 

（SDGs の 17 のゴール） 

 

 

  

出典：国際連合広報センターホームページ 

（第２期加古川市総合戦略で着目する５つのゴール） 
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６．第１期加古川市総合戦略の検証  

第１期加古川市総合戦略で掲げた人口目標における現在の状況や、４つの基本目標ごとの数値目標の

達成状況について検証しました。 

（１）人口目標における現在の状況 

第１期加古川市人口ビジョンでは、国立社会保障・人口問題研究所※に準拠した推計よりも約 4 万 5 千

人多い令和 42（2060）年の総人口 22 万人程度の確保を目標としていましたが、現状は、各年の目標値

を下回って推移しています。 

これは、本市からの転出者数が本市への転入者数を上回る転出超過の状況が続いていること、とりわけ、

０～14 歳、20～44 歳の若い世代、子育て世代の転出が多くなっていることが原因です。 

（本市の総人口の推移） 

 
（本市の年齢階級別転入・転出超過数※の推移） 

 

267,435 266,443 265,055 263,697 262,308 261,610

267,522
265,954

250,000

255,000

260,000

265,000

270,000

平成27
2015

平成28
2016

平成29
2017

平成30
2018

令和元
2019

令和2
2020

総人口（実績値） 第1期人口ビジョン
における目標人口

（年）

（人）

各年 10 月 1日時点の推計人口 

※令和 2（2020）年のみ 6月 1日時点 

出典：住民基本台帳人口移動報告（総務省） 

出典：加古川市資料 

※平成 27（2015）年～平成 29（2017）年は外国人を含まない 

（単位 人） 
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（２）数値目標の達成状況と今後の方向性 

第１期加古川市総合戦略の基本目標及び施策体系 

基本目標 

１ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
（１） 子育ての負担を軽減し、不安を解消する 

（２） 子育てのまちとしての魅力を高める 

（３） 魅力的な教育環境を整備する 

（４） 子育て期の多様な働き方を支援する 

（５） 安心して結婚・出産できる環境をつくる 

２ 暮らしの安全・安心を守るとともに、地域と地域を連携する 

（１） 安全・安心なまちをつくる 

（２） 生き生きと暮らせる健康社会をつくる 

（３） 豊かさを実感できる生活環境をつくる 

（４） 地域連携・官民等連携により元気・魅力を高める 

３ 地域への新しい人の流れをつくる 

（１） 空き家・空き店舗等を再生し、魅力的な空間を創出する 

（２） 民間活力を生かし、魅力ある拠点を形成する 

（３） 観光まちづくりで地域の魅力を創造する 

（４） 市のイメージアップや認知度の向上を図る 

４ 地域における安定した雇用を創出する 

（１） 若者等の就労を支援する 

（２） 地域を担う中核企業の育成や企業誘致を図る 

（３） 地域産業の元気をはぐくむ 

（４） 起業や創業を促進する 

 

基本目標１：若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

指標 基準値 数値目標 達成状況 検証結果 

出生数 2,264 人 2,300 人 
未達成 

（1,820 人） 

全国的な傾向と同様、本市においても男女ともに未婚率の

上昇や、20～30 歳代の人口減少等により、出生数、婚姻数

ともに年々減少しています。保育施設等の定員数の拡大や

待機児童の解消等を含め子育て施策に積極的に取り組ん

ではいますが、出生数、婚姻数の維持・上昇に対し、各施策

の効果が現時点では十分に発現するまでには至っていませ

ん。 

婚姻数 1,360 件 1,400 件 
未達成 

（1,163 件） 

今後の方向性 

全国的に人口減少が続く中、出生数、婚姻数の維持を図るため、結婚・出産・子育ての希望がかなうよう、引き続き、子育て施策の

充実に取り組み、切れ目のない支援をさらに進めるとともに、少子化対策を総合的に推進します。また、労働者、企業等の社会全体

の働き方に対する意識改革を促進するなど、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス※）の実現に取り組み、子育てと仕事が両

立できるまちづくりを推進します。 
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基本目標２：暮らしの安全・安心を守るとともに、地域と地域を連携する 

指標 基準値 数値目標 達成状況 検証結果 

刑法犯罪 

発生件数 
4,462 件 4,016 件 

達成 

（2,408 件） 

刑法犯罪発生件数、交通人身事故発生件数ともに、平成 29

（2017）年には一旦増加したものの、その後は年々減少してお

り、見守りカメラ※の設置及び見守りサービス※の導入や防犯・

交通パトロール活動、交通安全教室の実施等、各施策の効果

が着実に現れてきています。 

交通人身事故 

発生件数 
1,848 件 1,774 件 

達成 

（1,369 件） 

今後の方向性 

継続的に各施策に取り組み、地域における防災や防犯、医療サービス等も含めた、安全・安心なまちづくりへの取組を推進します。

また、居住環境の維持や改善に向け、暮らしを支える公共交通の再編による地域拠点との接続に向けた検討を進めます。 

 

基本目標３：地域への新しい人の流れをつくる 

指標 基準値 数値目標 達成状況 検証結果 

転入者数 7,149 人 7,649 人 
達成 

（7,715 人） 

全国的な傾向と同様、本市においても、転出者数が転入者数を

上回る転出超過の状況が続いています。転出超過数※が最も大き

かった平成 29（2017）年度に比べると改善傾向にあるものの、

依然として 20～44 歳の若い世代、子育て世代の転出が多くなっ

ています。これまで、子育て施策の充実や本市のイメージアップ・

認知度の向上等に取り組んできたところですが、転出超過の解消

に向けて、各施策の効果が現時点では十分に発現するまでには

至っていません。 

転出者数 8,131 人 7,631 人 
未達成 

（8,297 人） 

今後の方向性 

大学や産業界等とこれまで以上に連携を図り、都市から地方への新たな「ひと」の流れの創出や、UIJ ターン※の促進に取り組むと

ともに、本市に継続的に多様な形で関わる関係人口※の創出・拡大に取り組みます。また、豊かな自然、歴史・文化芸術等の魅力

と、神戸・大阪までの交通アクセスに優れた立地をはじめとした定住地としての住みやすさの魅力を生かしたまちづくりを推進しま

す。 

 

基本目標４：地域における安定した雇用を創出する 

指標 基準値 数値目標 達成状況 検証結果 

新規求人数 13,182 人 13,000 人 
未達成 

（12,720 人 ） 

近年は緩やかな景気回復基調であったことから、平成 28

（2016）年度以降、新規求人数は増加傾向で推移していま

したが、令和元（2019）年度に大きく減少となりました。令和

2（2020）年に入り、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

の影響が雇用情勢にも表れ始めたことも要因の一つであると

考えられます。 

就業者数 118,972 人 120,000 人 － 

今後の方向性 

産業用地の創出を図り、企業誘致等の促進による雇用の創出に努めるとともに、企業と求職者のマッチング機会の充実や誰もが

働きやすい「しごとの場」の創出に取り組みます。また、ものづくり支援センター※や創業支援ネットワーク※を活用し、地域企業の経

営安定化等に向けた支援や地域における起業・創業希望者の支援に取り組みます。 
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７．人口の将来展望（第２期加古川市人口ビジョン）  
 

第２期加古川市人口ビジョンでは、本市の人口の現状から、合計特殊出生率※・純移動率（社会動態※）

についての条件を次のとおり設定し、本市の将来人口がどのように推移するかを推計しました。 

その結果、令和７（2025）年に総人口 25 万５千人程度を、令和 42（2060）年に総人口 20 万人程度

の確保を目指します。 

 合計特殊出生率 純移動率（社会動態） 

市推計人口（※１） 
令和 42（2060）年まで 

1.5 台で推移すると仮定 

平成 27（2015）年と令和 2（2020）年の住民基本

台帳人口（６月１日時点）を基に純移動率を仮定 

将来の目標人口 

令 和 7 （ 2025 ） 年 ま で

1.56（※２）を維持・向上、

令和12（2030）年に国民

希望出生率※1.8 を目指す 

（以降横ばい） 

市推計人口による純移動率において、転出超過の大

きい 20～44 歳までと、0～14 歳までの純移動率が

令和 7（2025）年までに半減し、令和 12（2030）

年までに均衡、以降横ばいになるように仮定 

（※１）国立社会保障・人口問題研究所※の推計方法に準拠し算出 

（※２）平成 27（2015）年国勢調査における本市の合計特殊出生率 

   
       ※平成 27（2015）年は国勢調査（10 月 1日時点）の人口 

       ※令和 2（2020）年は 6月 1日時点の推計人口、令和 7（2025）年以降は 6月 1日時点の推計値 
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Ⅱ 第２期加古川市総合戦略の方向性  
 

１．解決すべき重点課題  

●合計特殊出生率※の改善 

●20～44 歳の転出超過数※の改善 

 

２．重点施策  

●子育て施策のさらなる充実 

●しごと（働く場）の創出 

●地域活力のさらなる向上 

 

３．基本目標及び施策体系  

第２期加古川市総合戦略のメインターゲットを 20～44 歳と子どもたちとし、“子育て”と“しごと”にフォー

カスを当てることで、“ひと”、“しごと”、“まち”を軸とした基本目標及び施策体系に見直しました。 

基本目標 

“ひと” 

結婚・出産・子育ての希望をかなえるまち 
（１）安心して結婚・出産できる環境をつくる 

（２）安心して子育てができる環境をつくる 

（３）魅力的な教育環境をつくる 

（４）子育てと仕事の両立を支援する 

“しごと” 

いきいきと働けるまち 
（１）若者等の就労を支援する 

（２）地域企業の成長を支援する 

（３）起業・創業の促進や企業誘致を図る 

（４）多様な働き方を支援する 

“まち” 

住みたいまち、行きたいまち 
（１）安全・安心なまちをつくる 

（２）暮らしやすさを実感できるまちをつくる 

（３）楽しめるまちをつくり、人の流れをつくる 

（４）地域連携・官民等連携により元気・魅力を高める 

（５）市のイメージアップや認知度の向上を図る 

 

４．目指す方向性「未来への活力があふれるまち」  

第１期加古川市総合戦略の検証及び第２期加古川市人口ビジョンにおける将来の目標人口を踏まえ、

「未来への活力があふれるまち」を目指す方向性として掲げ、全体の数値目標を新たに設定します。 

全体目標指標 基準値 目標値 

合計特殊出生率 
1.44（※） 

（2019 年） 

1.61 

（2026 年） 

20～44 歳の転出超過数 
（2015～2017 年は外国人を含まない） 

3,562 人 

（2015～2019 年累計） 

1,430 人 

（2021～2026 年累計） 

（※）市区町村別の合計特殊出生率は、国勢調査が実施される 5年ごとに公表されるため、市が独自に算出したものです。 
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Ⅲ 基本目標と施策  
 

基本目標１ “ひと” 結婚・出産・子育ての希望をかなえるまち  
 
＜数値目標＞ 

基本目標指標 基準値 目標値 

出生数 
1,820 人 

（2019 年度） 

1,890 人 

（2021～2026 年度平均） 

加古川市が子育てしやすいまちと感じる市民の割合 
45.4％ 

（2020 年度） 

60.0％ 

（2026 年度） 

 

【基本的方向】 

● 社会全体で結婚・出産を応援する機運を醸成し、結婚を含めた総合的な少子化対策を推進すること

で、安心して結婚・出産できる環境をつくります。 

● ライフステージ※に応じた切れ目のない支援を充実させることで、安心して子育てができる環境をつく

ります。 

● 次世代を担う子どもたちが健やかに育ち、学べる魅力的な教育環境をつくります。 

● 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス※）の実現に取り組み、子育てと仕事の両立がしやすいま

ちづくりを進めます。 

 
【具体的な施策と重要業績評価指標（KPI）】 
 

（１）安心して結婚・出産できる環境をつくる 

● 結婚を希望する方への出会いの場の提供や新婚・若年層世帯への経済的支援等、結婚の希望がか

ない、安心して新しい生活をスタートできるよう応援します。 

● 妊婦をはじめ、出産後の母親が集える場所や相談体制を充実させるとともに、経済的負担の軽減や

産前・産後のサポートの充実を図るなど、安心して出産できる環境づくりを進めます。 

● 不妊・不育症治療に対する助成に加え、専門相談機関との連携を図るなど、妊娠・出産の希望の実

現を目指します。 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

婚姻数 
1,191 件 

（2019 年） 

1,270 件 

（2026 年） 

不妊・不育症治療費の助成件数 
500 件 

（2019 年度） 

600 件 

（2026 年度） 
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（２）安心して子育てができる環境をつくる 

●社会全体で子育て世帯を応援する機運を醸成するとともに、多子世帯の子育てへの負担軽減を図り、

２人以上の子どもを持ちたいという方の希望の実現を支援します。 

● こども医療費の無償化をはじめとした経済面の支援及び、保護者同士の交流の機会や相談体制の

充実等による孤立感の解消等に引き続き取り組むとともに、子育て支援情報の積極的な発信及び保

護者目線に立った制度の改善・充実等により、各種サービスの利用を促進します。 

● 保育の量の将来予測を踏まえたうえで、地域バランスを考慮した定員確保を図ります。 

● ICT※（情報通信技術）の積極的な活用等により、保育の質の向上や子どもたちの安全確保、保護者

の負担軽減を図ります。 

● 保護者と子どもたちが安心して楽しく過ごすことができるよう、子育てプラザ※の充実を図ります。 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

待機児童数 
61 人 

（2020 年 4 月 1 日時点） 

0 人 

（2027 年 4 月 1 日時点） 

子育てプラザの利用者数 
139,955 人 

（2019 年度） 

152,000 人 

（2026 年度） 
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（３）魅力的な教育環境をつくる 

● 「協同的探究学習※」を核とした授業づくりにより、「思考力・判断力・表現力」等を培い、「わかる学

力」の向上を図ります。 

● 小中一貫教育や、義務教育と就学前教育とのさらなる連携、ユニット単位での学校運営協議会の設

置等、地域の実態に応じて取り組むことにより、子どもたちの「生きる力※」（知・徳・体のバランスの取

れた力）の育成を図ります。 

● 進展するグローバル化※に対応するため、生きた英語に触れる機会の充実を図り、「使える英語力」の

育成を目指し、英語教育の質のさらなる向上を図ります。 

● Society5.0※時代に向け、子どもたちの情報活用能力等の育成のため、教室外でも使用できる一人

一台のパソコン端末等の ICT を活用し、教育環境の充実や教育の質の向上を図ります。 

● トイレの洋式化をはじめ、老朽化した校園舎の維持補修や長寿命化対策を推進するとともに、安全で

栄養価の高い給食の提供体制の確保を図ります。 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

学校に行くのが楽しいと思う小中学生の割合 
86.4% 

（2019 年度） 

95.0% 

（2026 年度） 

ＣＥＦＲ（セファール）※ Ａ１レベル相当以上を取得してい

るあるいはＡ１レベル以上の英語力を有すると思われる

中学校３年生の割合 

43.9％ 

（2019 年度） 

60.0％ 

（2026 年度） 

ICT を活用した教育活動を毎日実施した学級の割合 － 
100.0％ 

（2026 年度） 

 

 
（４）子育てと仕事の両立を支援する 

● 男女がともに責任を持って育児や家事を行う社会を目指し、男性の積極的な育児休業の取得や育

児・家事参加を促進します。 

● 誰もが働きやすい職場づくりを促進するとともに、ライフスタイル※に応じた柔軟な働き方について啓

発するなど、市民の働き方に対する意識の改革を促進します。 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

子育てと仕事の両立について、自身の周りでは理解が進

んでいると感じる市民の割合 

44.6％ 

（2020 年度） 

60.0％ 

（2026 年度） 
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基本目標２ “しごと” いきいきと働けるまち  
 

＜数値目標＞ 
基本目標指標 基準値 目標値 

ハローワーク加古川管内の就職件数 
4,476 件 

（2019 年度） 

5,000 件 

（2026 年度） 

 

【基本的方向】 

● 地域企業と求職者のマッチング機会の充実を図り、若者等の就労を支援します。 

● 地域経済を支える企業の持続的な発展や競争力の強化、販路開拓等を支援し、地域企業の成長を

支援します。 

● 魅力あるビジネスの創出や多様な産業の集積に向け、起業・創業の促進や企業誘致を図ります。 

● 各種団体や民間事業者と連携して働き方改革を進め、テレワーク※等の場所や時間を選ばない新し

い生活様式※での多様な働き方を支援します。 

 

【具体的な施策と重要業績評価指標（KPI）】 
 

（１）若者等の就労を支援する 

● インターンシップ※を促進することなどにより、本市や地域企業の魅力を知る機会を創出するとともに、

若者の市内定着を図ります。 

● ハローワーク等と連携し、地域企業と求職者とのマッチングを目的とした合同就職面接会の開催を支

援します。 

● 地域企業が必要な人材を確保できるよう、魅力的な企業情報を大学等に発信するとともに、学生と

企業との交流会の実施等、効果的なマッチング支援に取り組みます。 

● 就農希望者に対する育成支援制度を活用し、就農相談から経営開始後までのニーズや参入形態に

応じたきめ細かな支援を展開します。 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

インターンシップ申込者数 
615 人 

（2017・2018 年度平均） 

850 人 

（2026 年度） 

合同就職面接会等の参加者数 
164 人 

（2019 年度） 

400 人 

（2026 年度） 
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（２）地域企業の成長を支援する 

● 商工会議所や金融機関と連携し、事業の継続に向けた支援を行うとともに、積極的な販路開拓に向

けた企業等のマッチングやマーケティング活動を支援し、新たな顧客獲得のための取組を促進しま

す。 

● ICT※・IoT※（モノのインターネット）等の先端技術の導入・活用や新製品の開発、新たなサービスの

創出等、地域企業の活発な取組を支援します。 

● 商工会議所や金融機関における事業承継等の各種経営相談の受付等、地域企業の持続的発展に

向けた支援を行います。 

● 農業の６次産業化※や地産地消※、地域ブランド化の促進により、既存産業の育成・支援に取り組みま

す。 

● 外国人材の活用を支援することにより、地域企業のグローバル化※や本市の産業を支える労働力の

確保を図ります。 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

ものづくり支援センター※における支援（相談）件数 
128 件 

（2019 年度） 

150 件 

（2026 年度） 

新商品・新製品開発及び販路拡大に係る補助申請件数 
106 件 

（2015～2019 年度累計） 

130 件 

（2021～2026 年度累計） 

 
 
（３）起業・創業の促進や企業誘致を図る 

● 起業・創業に対する初期費用の支援や創業セミナーの実施等、商工会議所や金融機関等と連携した

様々な取組を行うことで、起業・創業がしやすい環境をつくります。 

● 新たな産業用地の創出に向けた取組を進め、市外からの優良企業の誘致や地域企業の事業拡大に

よる雇用の場の創出を図ります。 

● 企業立地促進奨励金※制度や優遇制度の実施等により、市内外の事業者による工場等の新設や増

設等がしやすい環境をつくります。 

● 空き店舗等の利用を促進し、地域の活性化を図ります。 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

創業支援ネットワーク※における支援（相談）件数 
464 件 

（2015～2019 年度累計） 

780 件 

（2021～2026 年度累計） 

起業・創業件数 
53 件 

（2019 年度） 

360 件 

（2021～2026 年度累計） 

企業誘致・企業立地件数 
3 件 

（2015～2019 年度累計） 

６件 

（2021～2026 年度累計） 
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（４）多様な働き方を支援する 

● サテライトオフィス※の開設やコワーキングスペース※の整備等により、自宅の近くで希望の仕事がで

きる「職住育近接のまちづくり」を進めます。 

● ICT※を活用した時間と場所を有効に活用できる柔軟な働き方に対する意識改革を促進し、テレワー

ク※の推進をはじめとした、ライフスタイル※やライフステージ※の変化に合わせた多様な働き方を支援

します。 

● ハローワーク、県等の関係機関と連携し、企業向けセミナーの開催等を通して働き方改革の重要性を

周知・啓発するとともに、従業員の子育てや職住育近接を積極的に支援する企業の取組を紹介する

など、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス※）の実現に向けた取組を推進します。 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

サテライトオフィス・コワーキングスペースの整備数 
１件 

（2015～2019 年度累計） 

５件 

（2021～2026 年度累計） 

ワーク・ライフ・バランス認定企業数 
７件 

（2015～2019 年度累計） 

８件 

（2021～2026 年度累計） 
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基本目標３ “まち” 住みたいまち、行きたいまち  
 
＜数値目標＞ 

基本目標指標 基準値 目標値 

転出超過数※ 
※2015～2017 年は外国人を含まない 

4,386 人 

（2015～2019 年累計） 

1,200 人 

（2021～2026 年累計） 

加古川市に住み続けたいと思う市民の割合 
67.6％ 

（2020 年度） 

78.0％ 

（2026 年度） 

 

【基本的方向】 

● ハード・ソフトの両面から犯罪や事故のない、安全・安心なまちづくりを進めます。 

● 地域特性を生かした土地利用を推進し、公共交通を含めた居住環境の維持や改善を図り、暮らしや

すさを実感できるまちづくりを進めます。 

● 豊かな自然、歴史・文化芸術、スポーツ、特産品等の地域資源や観光資源の積極的な活用を図り、若

い世代、子育て世代に魅力的な空間を創出することで、楽しめるまちをつくり、新たな人の流れをつく

ります。 

● 地域住民同士のつながりや周辺自治体との都市間連携を強化するとともに、多様な主体間の交流を

推進し、地域連携・官民等連携による地域の元気・魅力を高めます。 

● 効果的な情報発信やプロモーションを推進し、神戸・大阪までの交通アクセスに優れた立地をはじめ

とした“定住地”としての住みやすさの魅力を生かしたまちづくりを進め、市のイメージアップや認知度

の向上を図ります。 
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【具体的な施策と重要業績評価指標（KPI）】 

 
（１）安全・安心なまちをつくる 

● 見守りカメラ※を効果的に運用するとともに、見守りサービス※のさらなる普及を図り、市民の安全・安

心をサポートします。 

● 市民の交通ルール・マナーの遵守及び交通安全意識の向上を図るとともに、ながら運転※をはじめと

した昨今の課題に応じた交通安全啓発を実施します。 

● 兵庫県立加古川医療センターや加古川中央市民病院と連携するとともに、東はりま夜間休日応急診

療センターを設置することにより、医療提供体制のさらなる充実を図ります。 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

刑法犯認知件数 
2,025 件 

（2019 年） 

1,800 件 

（2026 年） 

交通人身事故発生件数 
1,369 件 

（2019 年） 

1,050 件 

（2026 年） 

 
 

（２）暮らしやすさを実感できるまちをつくる 

● 地域と交通事業者、市が連携・協働※し、デマンド方式※の導入も含め、地域の実情に応じた手段を組

み合わせて公共交通ネットワークの充実を図ります。 

● ＪＲ加古川駅周辺の再整備を進め、さらなるにぎわいを創出します。 

● 空き家対策について不動産事業者等と協議し、地域全体として空き家の有効活用が図られるような

仕組みづくりを検討します。 

● ICT※を積極的に活用し、新しい生活様式※に対応した行政サービスの高度化、業務の効率化を推進

します。 

● 公共施設等の再編とあわせて、民間事業者のノウハウを活用するなど、公共施設のより効果的な利

用を図ります。 

● 家庭や事業者における省エネルギーの促進など、地球温暖化防止対策を進めます。 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

コミュニティ交通※の利用者数 
761,053 人 

（2019 年度） 

770,000 人 

（2026 年度） 

加古川駅周辺の都心としての魅力に関して満足している

市民の割合 

35.4％ 

（2020 年度） 

60.0％ 

（2026 年度） 

マイナンバーカードの取得率 
22.4％ 

（2020 年 9 月末時点） 

100.0% 

（2026 年度） 

環境関連イベント参加者数 
156 人 

（２０２１年度） 

1,620 人 

（２０２６年度） 
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（３）楽しめるまちをつくり、人の流れをつくる 

● 河川敷を活用した、水辺を感じながら楽しむことができる取組を促進します。 

● 市の観光拠点として、見土呂フルーツパークの再整備を行います。 

● 権現総合公園、日岡山公園等の地域資源を生かして、若い世代、子育て世代が余暇を楽しめる場を

創出します。 

● 新たな観光資源の発掘や食の観光化、「棋士のまち加古川」を生かした取組を推進し、さらなる魅力

向上を図ることで、インバウンド※を含めた来訪者の増加を促進します。 

● 「するスポーツ」・「みるスポーツ」・「ささえるスポーツ」を推進し、スポーツへの参画意欲を促すととも

に、魅力あるスポーツ大会やイベントを開催することで、競技関係者や観戦者等の交流人口※の拡大

を図ります。 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

河川敷を活用した取組件数 
15 件 

（2019 年度） 

120 件 

（2021～2026 年度累計） 

観光入込客数 
2,205 千人 

（2019 年度） 

2,539 千人 

（2026 年度） 

スポーツ・レクリエーション活動の機会や環境に関して満

足している市民の割合 

56.7％ 

（2020 年度） 

67.0％ 

（2026 年度） 

 
 

（４）地域連携・官民等連携により元気・魅力を高める 

● 大学、企業、市民活動団体等の地域に関わる多様な主体との協働により、それぞれの人材、情報等の

資源や強みを生かし、地域課題の解決を図るとともに、関係人口※の創出・拡大に取り組みます。 

● 国・県及び近隣市町とも連携した広域的な視点によるまちづくりを推進し、共通する地域課題の解決

や効果的かつ効率的な行財政運営、行政サービスの向上を図ります。 

● 町内会・自治会等の地域コミュニティ団体による地域活動を支援し、市民が主体となって身近な支え

あいが行われるまちづくりを推進します。 

● 市が保有するデータをオープンデータ※化し、積極的な利活用を促進することで、官民協働による課

題の解決を図ります。 

● 企業版ふるさと納税※制度を活用するなど、民間資金の積極的な導入に取り組みます。 

● 高校生や大学生等が在学中から地域と関わることで、愛着をもってもらえるような取組を充実し、市

内就労や UIJ ターン※の増加を図ります。 
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重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

大学、企業と連携・協力して実施した取組数 
39 件 

（2019 年度） 

270 件 

（2021～2026 年度累計） 

市民活動団体等への支援件数 
14 件 

（2019 年度） 

108 件 

（2021～2026 年度累計） 

 

 
（５）市のイメージアップや認知度の向上を図る 

● 本市の“暮らしやすい”というイメージの確立・浸透を図るためのターゲットを明確にした戦略的なシ

ティプロモーション※を行うことで、認知度や魅力度を高め、市民だけではなく、移住希望者が情報を

取得できる機会の充実を図ります。 

● ホームページや SNS（ソーシャル･ネットワーキング･サービス）※等の様々なメディアを通じて、観光や

レクリエーション等の市の魅力を積極的に発信します。 

● 市の農産物や特産品等を、加古川市のブランド品として推奨することやふるさと納税※の寄附者へ返

礼品として贈呈することで、市の魅力を多方面に広めます。 

● ふるさと納税制度を活用し、寄附者や本市に関心を持つ方との継続的なつながりを構築します。 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 目標値 

地域に誇りや愛着を感じている市民の割合 
65.6％ 

（2020 年度） 

76.0％ 

（2026 年度） 

ふるさと納税の寄附件数 
8,305 件 

（2019 年度） 

14,500 件 

（2026 年度） 

公式 SNS の登録者数 
18,519 人 

（2020 年 9 月末時点） 

25,000 人 

（2026 年度） 
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Ⅳ 推進体制及び効果検証の仕組み  
 

（１）推進体制 

市長を本部長とする「加古川市まち・ひと・しごと創生本部」により、各部署が緊密に連携して全庁的に

取り組み、総合戦略の各施策・事業を効果的に推進します。 

また、市民をはじめ、産官学金労言（産業界、官公庁、教育機関、金融機関、労働関連団体及びメディア）

といった外部有識者で構成する「加古川市まち・ひと・しごと創生戦略会議」により、幅広い助言や意見を

聴取します。 

 

（２）効果検証 

基本目標指標と重要業績評価指標（KPI）により、毎年、総合戦略で取り組む具体的な施策の検証を行

うこととします。 

また、「加古川市まち・ひと・しごと創生本部」及び「加古川市まち・ひと・しごと創生戦略会議」において、

各施策の効果を検証するとともに、必要に応じて指標の追加や目標値の修正等の見直しを行うとともに、総

合計画及び行政評価と連携し、適切な管理を行います。 

総合戦略の策定、実行から検証、見直しまでの一連の PDCA サイクルに基づき、目標達成に向けた継続

的な取組を推進します。 

 

（３）政策５原則 

国が、第２期総合戦略における施策の方向性を踏まえて見直した、次の政策５原則を考慮し、施策を展

開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・自 立 性 ： 地方公共団体・民間事業者・個人等の自立につながるような施策に取り組む。 

・将 来 性 ： 施策が一過性の対症療法にとどまらず、将来に向かって、構造的な問題に積極的に取

り組む。 

・地 域 性 ： 地域の強みや魅力を活かし、その地域の実態に合った施策を、自主的かつ主体的に取

り組む。 

・総 合 性 ： 施策の効果をより高めるため、多様な主体との連携や、他の地域、施策との連携を進め

るなど、総合的な施策に取り組む。その上で、限られた財源や時間の中で最大限の成

果を上げるため、直接的に支援する施策に取り組む。 

・結果重視 ： 施策の結果を重視するため、明確な PDCA メカニズムの下に、客観的データに基づく

現状分析や将来予測等により短期・中期の具体的な数値目標を設定した上で施策に

取り組む。その後、政策効果を客観的な指標により評価し、必要な改善を行う。 

出典：国の「第 2期まち・ひと・しごと創生総合戦略」 
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Ⅴ 用語解説  
 

 用 語 説 明 

あ行 

新しい生活様式 

新型コロナウイルスの感染拡大を防ぐために、身体的距離の確保、マスクの

着用、手洗いや３密（密集、密接、密閉）を避けるなどの対策を日常生活に

取り入れた生活様式。 

生きる力 

基礎的な知識・技能を習得し、それらを活用して、自ら考え、判断し、表現す

ることにより、様々な問題に積極的に対応し、解決する力などの「確かな学

力」、自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思いやる心や感動する心

などの「豊かな人間性」、たくましく生きるための「健康や体力」のバランス

のとれた力。 

インターンシップ 
実務能力の育成や職業選択の準備のために、学生が一定期間、企業等で

仕事を体験する制度。 

インバウンド 
外国からの訪日観光のこと。これに対し、国内から海外旅行へ行くことをア

ウトバウンドという。 

オープンデータ 
機械判読に適した形式で、二次利用（データの複製、加工、転載等により利

用すること）可能なルールのもとで公開されたデータ。 

か行 
関係人口 

定住人口（居住者）でもなく、交流人口でもない、地域や地域の人々と多様

に関わる人々のこと。 

企業版ふるさと納税 

国が認定した地方公共団体の地方創生プロジェクトに対し企業が寄附を

行った場合に、当該企業の法人関係税から税額控除する仕組み。 

令和２（2020）年度の税制改正により、税額控除の割合が引上げられたこ

とにより、損金算入による軽減効果（寄附額の３割）と合わせて、最大で寄

附額の約９割が軽減される。 

企業立地促進奨励金 

本市の工業系用途地域への工場等の新設・移設の際に交付する奨励金。 

土地・建物及び償却資産に係る固定資産税額の２分の１に相当する奨励金

を３年間交付する（上限額あり）。 

協働 

市民、地域コミュニティ団体、市民活動団体、事業者、大学、行政等の多様

な主体が、地域における課題をともに考え、共有し、それらの解決や目指す

まちの姿の実現に向けて、互いを尊重し、それぞれの特性を生かして力を発

揮し、一体となって取り組むこと。 

協同的探究学習 

東京大学大学院教育学研究科の藤村宣之教授が提唱する、「わかる学

力」（物事の本質を捉え、他者と協同しながら問題解決に向かうことのでき

る力）を育成するための学び方。 
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 用 語 説 明 

グローバル化 

資金やサービス、情報等が、これまで存在した国家や地域などの境界を越

えて流通することにより、地球規模での一体化を生み出し、地理的距離や領

土的国境が意義を失うこと。 

合計特殊出生率 
15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、1人の女性

が平均して一生の間に産む子どもの数。 

交流人口 
定住人口（居住者）とは異なり、通勤、通学、文化、スポーツ、買い物、観光な

ど人々の交流により、地域の活性化に結び付く人々のこと。 

国民希望出生率 
国の「少子化社会対策大綱」に掲げられた数値目標で、若い世代における

結婚、妊娠・出産、子育ての希望がかなうとした場合に想定される出生率。 

国立社会保障・人口問題

研究所 

社会保障と人口問題の調査・研究を行う厚生労働省に設置された国立の

政策研究機関。 

子育てプラザ 

こども広場やプレイルーム等を備えるなど、就学前の子どもと親が気軽に利

用・交流できる場を提供し、育児相談や子育てサークルの育成・指導等を行

う市の子育て支援の拠点施設。 

コミュニティ交通 それぞれの地域の特性や住民のニーズに応じた交通システム。 

コワーキングスペース 
利用者間の連携・交流を促す特徴的な機能・空間等を有するオフィスあるい

はスペース。 

さ行 

サテライトオフィス 

企業又は団体の本拠から離れた所に設置されたオフィス。（本拠を中心とし

てみた時に衛星（サテライト）のように存在するオフィスとの意から命名され

た。） 

シティプロモーション 

交流人口や定住人口の確保等により地域を持続的に発展させるため、地

域の魅力を内外に向け発信するなど、知名度の向上や地域住民の愛着度

の形成を図るための取組。 

社会動態 
転入・転出に伴う人口の動き。 

自然動態とは、出生・死亡に伴う人口の動き。 

ステークホルダー 
企業の経営行動などに対して、直接・間接的に利害が生じる関係者（利害

関係者）のこと。 

創業支援ネットワーク 

市、商工会議所、金融機関が連携し各機関が持つノウハウを相互補完する

ことで、創業希望者に対し、「経営」「財務」「人材育成」「販路拡大」の知

識獲得を支援するネットワーク。 

た行 
地産地消 地元でとれた生産物を地元で消費すること。 

デマンド方式 予約に応じて運行する地域公共交通の運行方法。 
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 用 語 説 明 

テレワーク 
ICT（情報通信技術）を利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働

き方。 

転出超過数 転出者数から転入者数を差し引いた数。 

な行 
ながら運転 

自動車や自転車を運転しながらスマートフォンやカーナビゲーション装置等

を操作、注視すること。 

は行 

ふるさと納税 

都道府県又は市区町村に対して寄附をした場合、寄附額のうち 2,000 円

を超える部分について、一定の上限まで、原則として所得税・個人住民税か

ら全額が控除される制度。 

ま行 

見守りカメラ 

犯罪の抑止や事件等の早期解決を図ることを目的に、市内の通学路、学校

及び公園周辺、主要道路の交差点などを中心に市が設置した、ビーコンタ

グ検知器を内蔵した防犯カメラ。 

見守りサービス 

ビーコンタグを持った対象者の位置情報履歴を保護者や家族のスマートフ

ォン等にお知らせするサービス。ビーコンタグから発信される電波は、市内各

所に設置された見守りカメラや市の公用車、郵便バイク、かこがわアプリを

インストールしたスマートフォンなどで検知される。子どもや認知症のため行

方不明となる恐れのある高齢者の見守りサポート等を目的とした、加古川

市と複数の事業者で取り組んでいる官民協働事業。 

ものづくり支援センター 

技術面や経営課題に直面するものづくり産業を支援するためのセンター。

専門のディレクターを配置し、新製品・技術の開発、補助金申請等の相談に

応じ、中小企業の経営力・生産性向上のための支援を行っている。 

ら行 
ライフスタイル 

個人や集団の生き方。単なる生活様式を超えて、その人らしさを示す際に用

いられる。 

ライフステージ 
人の一生を段階ごとに区分したもの。通常は、幼年期、少年期、青年期、壮

年期、老年期に分ける。 

６次産業化 

１次産業としての農林漁業と、２次産業としての製造業、３次産業としての小

売業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、地域資源を活用した

新たな付加価値を生み出す取組。 

わ行 

ワーク・ライフ・バランス 

一人一人がやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすと

ともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生

の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できることを指す。 

C 

ＣＥＦＲ（セファール） 

Common European Framework of Reference for Languages の略称。 

言語の枠や国境を越えて、外国語の運用能力を同一の基準で測ることが

できる国際標準規格。 
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 用 語 説 明 

I 
ＩＣＴ（情報通信技術） 

Information and Communication Technology の略称。情報通信に

関する技術、サービス等の総称。 

ＩｏＴ（モノのインターネット） 

Internet of Things の略称。自動車、家電、ロボット、施設などあらゆるモ

ノがインターネットにつながり、情報のやり取りをすることで、モノのデータ化

やそれに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出すもの。 

S ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワ

ーキング・サービス） 

Social Networking Service の略称。登録された利用者同士が交流でき

るウェブサイトの会員制サービス。 

Society5.0 

IoT ですべての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、今まで

にない新たな価値を生み出したり、AI（人工知能）により、必要な情報が必

要な時に提供されるようになり、ロボットや自動走行車などの技術で、少子

高齢化、地方の過疎化、貧富の格差などの課題が克服される社会。 

U 

ＵＩＪターン 

「U ターン」「I ターン」「J ターン」をまとめて称したもので、都市部から地方

に移住する動きの総称。U ターンは出身地に移り住むこと、I ターンは出身地

とは別の地方へ移り住むこと、J ターンは出身地に近い都市へ移り住むこと

を指す。 

 


